
令和５年度　最終予算

○ 一般会計　　１，３６４億４，９４１万円

市 の 財 政 状 況

○ 特別会計　　４０９億５，６５３万円　

国民健康保険 193億7,073万円 後期高齢者医療 24億1,991万円
公設地方卸売
市場事業

4,167万円 整備墓地 2,366万円
工業用地造成
事業

1億6万円

介護保険 189億4,531万円 電気事業 5,519万円

万円

0億円 50億円 100億円 150億円 200億円 250億円 300億円

その他

使用料及び手数料

繰越金

地方消費税交付金

市債

諸収入

県支出金

地方交付税

寄附金

市税

国庫支出金

繰入金

24億7,878万円

13億4,409万円

15億2,102万円

39億9,104万円

52億6,109万円

53億1,618万円

91億8,856万円

178億8,986万円

194億3,427万円

199億3,475万円

243億210万円

257億8,767万円

令和５年度歳入最終予算
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議会費
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農林水産業費

衛生費

教育費

公債費

商工費

土木費

民生費

総務費

1億円

1,166万円

3億5,977万円

5億7,299万円

21億4,360万円

42億5,574万円

57億6,514万円

70億5,866万円

73億8,098万円

86億1,243万円

126億4,265万円

412億5,650万円

462億8,929万円

令和５年度歳出最終予算(款別）

歳入 歳出

都城市公告第１２２号

都城市財政状況の公表に関する条例の定めるところにより、

令和５年１０月１日から令和６年３月３１日までの財政状況

を次のとおり公表します。

令和６年６月１日

都城市長 池田 宜永

市の予算は、「一般会計」「特別会計」「企業会計」の３つの会計からなっています。

一般会計・・・ 市が行う仕事の中心となる部分の会計です。

学校の校舎改修やごみの収集、福祉サービスの提供などさまざまな目的

に使われていて、市税などが主な財源となっています。

特別会計・・・ 特定の収入（保険料や使用料など）で、その仕事の支出を賄う会計です。

介護保険事業や国民健康保険事業などが、これに該当します。

企業会計・・・ その仕事自体に収益（使用料）があり、その収益で支出を賄う独立採算

制の会計で、水道事業などがこれに該当します。

【主な用語の説明】

○歳入

【自主財源】・・・地方公共団体が自主的に収入しうる財源

市税・・・・・個人・法人市民税、固定資産税、軽自動車税等

繰入金・・・・一般会計・特別会計・基金等の会計間でやりとりする資金

【依存財源】・・・国・県により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入

国庫支出金・・特定目的事業の財源となる国の補助金等

地方交付税・・国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税の一定割合及び地方法人税の全額を、

一定の基準により国が交付する税

市債・・・・・建設事業や災害復旧事業などの財源となる借入金

○歳出（款）

総務費・・・・・選挙、戸籍、徴税、市庁舎管理等の経費

民生費・・・・・高齢者、障がい者、児童等の福祉全般の事業経費

商工費・・・・・商工業、観光振興等の経費

土木費・・・・・道路、公園整備、住宅管理等の経費

公債費・・・・・市債を返済するための経費

教育費・・・・・教育や文化財保護、スポーツ振興等の経費

農林水産業費・・農業振興、林業振興等の経費

衛生費・・・・・清掃、保健衛生等の経費

消防費・・・・・消防事務、消防団活動等の経費

災害復旧費・・・公共土木災害、農林土木災害等の事業経費

議会費・・・・・議会の活動等の経費

労働費・・・・・雇用促進等の経費

○歳出（性質）

扶助費・・生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基づき支給する経費

人件費・・議員の報酬、特別職・一般職員の給料・手当・共済費等

公債費・・市債を返済するための経費

補助費等・自動車重量税、負担金、補助金、国・県への返還金等

物件費・・物品購入、光熱水費等公共料金、使用料、旅費、交際費、委託料等

積立金・・一定の目的達成や財源不足に備えるための基金に積み立てる経費

繰出金・・一般会計・特別会計の会計間でやりとりする資金

普通建設事業費・・

道路、橋りょう、学校等の公共用又は公用施設の建設経費

災害復旧事業費・・

大雨、暴風、地震等の災害により被災した施設の復旧のための経費

義務的経費

36%

その他の

行政経費

52%

投資的経費

12%

扶助費

22%

人件費

9%

公債費

5%

物件費

19%

積立金

19%

補助費等

8%

繰出金

4%

普通建設事業費

12%

令和５年度歳出最終予算(性質別）

歳出

【義務的経費】

扶助費 292億5,068万円

人件費 127億4,188万円

公債費 73億8,098万円

【その他の行政経費】

物件費 261億4,410万円

積立金 257億8,279万円

補助費等 103億1,886万円

繰出金 55億6,856万円

①出資金貸付金 21億8,249万円

②維持補修費 4億6,701万円

②予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 159億3,201万円

③災害復旧事業費 5億8,005万円

②
①

③

自主財源

54%

依存財源

46%

繰入金

19%

市税

15%

寄附金

14%

国庫支出金

18%

地方交付税

13%

県支出金

7%

市債

4%

令和５年度歳入最終予算

歳入

② ①

④

③

⑤⑥
【自主財源】

繰入金 257億8,767万円

市税 199億3,475万円

寄附金 194億3,427万円

①諸収入 53億1,618万円

②繰越金 15億2,102万円

③使用料及び手数料 13億4,409万円

③分担金及び負担金 5億7,771万円

③財産収入 2億1,187万円

【依存財源】

国庫支出金 243億 210万円

地方交付税 178億8,986万円

県支出金 91億8,856万円

市債 52億6,109万円

④地方消費税交付金 39億9,104万円

⑤地方譲与税 9億9,662万円

⑥法人事業税交付金 2億9,662万円

⑥地方特例交付金 1億8,095万円

⑥環境性能割交付金 4,938万円

⑥交通安全対策特別交付金 4,310万円

⑥株式等譲渡所得割交付金 4,207万円

⑥配当割交付金 3,969万円

⑥ゴルフ場利用税交付金 2,467万円

⑥国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,130万円

⑥利子割交付金 391万円

⑥自動車取得税交付金 89万円

令和５年度予算における
　民生費のうち高齢者一人当りの老人福祉費 136,066円　 市民一人当りの議会費 2,256円　

　衛生費のうち市民一人当りの清掃費 14,423円　 市民一人当りの消防費 13,442円　

　農林水産業費のうち農家１戸当りの農業費 702,589円　 市民一人当りの戸籍住民基本台帳費 5,216円　

　土木費のうち市民一人当りの道路橋りょう費 19,394円　 市税の市民一人当りの負担額 125,003円　

　土木費のうち市民一人当りの公園費 43,026円　 地方交付税の市民一人当りの交付額 112,180円　

　教育費のうち小学生一人当りの小学校費 210,562円　 市民一人当りの市債残高 413,861円　

　教育費のうち中学生一人当りの中学校費 158,903円　 市民一人当りの交付税措置後の市債実質負担額 108,174円　

　この算出に用いた人口等は、国勢調査に基づく令和6年4月1日現在の推計人口(159,474人）、令和6年4月1日現在の65歳以上の住
民基本台帳人口（51,855人）、2020世界農林業センサスの農家数(5,460戸）、令和6年5月1日現在の学校基本調査の児童数(9,320
人)、生徒数(4,703人）です。



令和６年度　当初予算

○ 一般会計　　９７５億７，０００万円　
（　対前年度当初予算比　０．７％増　）

現　　在　　高 交付税措置額 実質残高 ※令和６年3月31日現在で、令和５年度会計における一時借入金の利息返済はありません。

650億7,222万円 487億4,915万円 163億2,307万円

公設地方卸売市場事業 4億1,281万円 0万円 4億1,281万円

4,486万円 0万円 4,486万円

1億4,820万円 0万円 1億4,820万円

3億2,194万円 0万円 3億2,194万円

660億    3万円 487億4,915万円 172億5,088万円

交付税措置額とは、市債現在高のうちその償還について、国が地方交付税に算入するとした額です。

○収入 ○支出
金　額 金　額

うち基本給（市税など） 　　家の増改築や車の購入など（投資的経費） 60 万円

うち諸手当（交付税など） 　　子どもへの仕送り（補助費） 40 万円

　　実家からの援助（国庫支出金など） 　　医療・子育て費用（扶助費） 88 万円

　　貯金からの取り崩し（繰入金） 　　生活・活動費（人件費・物件費など） 168 万円

　　ローンの借り入れ（市債） 　　ローン返済（公債費） 26 万円

　　昨年からの繰越金（繰越金） 　　貯金（積立金） 81 万円

463 万円

218 万円

※2019年全国家計構造調査（総務省統計局）における都道府県別の世帯年間収入（宮崎県）の４６３万１千円を基に算出

463 万円 合　　計

　　年度末貯金残高（全基金） 　　年度末ローン残高（起債残高）

○ 特別会計　　４０２億８８２万円　（　対前年度当初予算比　０．６％減　）

国民健康保険 189億4,646万円 後期高齢者医療 25億6,042万円
公設地方卸売市場
事業

一時借入金の状況

3,681万円 整備墓地 2,428万円
工業用地造成
事業

8億1,506万円

整備墓地

会　　　　計　　　　名

一般会計

令和５年度末市債残高（決算見込み）

介護保険 177億5,663万円 電気事業 6,916万円

110 万円

工業用地造成事業

電気事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　計

令和５年度一般会計最終予算を年間４６３万円の収入のある家計におきかえると・・・

項　　目 項　　目

給与
191 万円

67 万円

69 万円

21 万円

5 万円

合　　計

191 万円

自主財源

449億5,541万円

47%
依存財源

526億1,459万円

53％

市税

21%

繰入金

20%

諸収入

4%
国庫支出金

17%

地方交付税

17%

県支出金

9%

市債

4%

地方消費税交付金

4%

令和６年度歳入当初予算

歳入

②①

③

0億円 50億円 100億円 150億円 200億円 250億円 300億円 350億円 400億円

予備費

労働費

議会費

災害復旧費

消防費

農林水産業費

商工費

衛生費

公債費

教育費

土木費

総務費

民生費

1億円

935万円

3億4,796万円

4億3,535万円

20億5,729万円

33億2,833万円

49億5,420万円

58億457万円

71億2,016万円

89億8,016万円

96億440万円

169億1,875万円

379億948万円

令和６年度歳出当初予算(款別）

歳出

0億円 25億円 50億円 75億円 100億円 125億円 150億円 175億円 200億円

その他

分担金及び負担金

地方特例交付金

地方譲与税

使用料及び手数料

諸収入

地方消費税交付金

市債

県支出金

地方交付税

国庫支出金

繰入金

市税

6億9,279万円

5億7,254万円

7億6,610万円

10億4,475万円

13億8,641万円

36億4,603万円

41億9,759万円

42億5,434万円

91億7,230万円

161億2,264万円

165億2,745万円

194億4,793万円

197億3,913万円

令和６年度歳入当初予算

【自主財源】

市税 197億3,913万円

繰入金 194億4,793万円

諸収入 36億4,603万円

①使用料及び手数料 13億8,641万円

②分担金及び負担金 5億7,254万円

②財産収入 1億6,337万円

【依存財源】

国庫支出金 165億2,745万円

地方交付税 161億2,264万円

県支出金 91億7,230万円

市債 42億5,434万円

地方消費税交付金 41億9,759万円

③地方譲与税 10億4,475万円

③地方特例交付金 7億6,610万円

③法人事業税交付金 2億9,289万円

③環境性能割交付金 5,792万円

③配当割交付金 5,313万円

③交通安全対策特別交付金 4,310万円

③株式等譲渡所得割交付金 4,165万円

③ゴルフ場利用税交付金 2,650万円

③国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,130万円

③利子割交付金 293万円

義務的経費

471億9,125万円

49％

その他の行政経費

367億1,254万円

37％

投資的経費

136億6,621万円

14％

扶助費

28%

人件費

14%

公債費

7%

物件費

20%

補助費等

9%

繰出金

6%

出資金貸付金

2%

普通建設事業費

14%

令和６年度歳出当初予算(性質別)

歳出

【義務的経費】

扶助費 262億6,520万円

人件費 138億 589万円

公債費 71億2,016万円

【その他の行政経費】

物件費 199億6,672万円

補助費等 85億1,471万円

繰出金 55億5,630万円

出資金貸付金 20億6,178万円

①維持補修費 3億6,221万円

①積立金 1億5,082万円

①予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 132億3,796万円

②災害復旧事業費 4億2,825万円

①

②

歳入


